
招 請

平
成


年

月


日
金
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 提出方法 申請書に次に掲げる書類を添付
し、持参又は郵送（書留郵便に限る。）若しく
は託送（書留郵便と同等のものに限る。）によ
り提出すること。
ア 総合評定値通知書（建設業法（昭和24年
法律第100号）第27条の29第１項の請求に
より国土交通大臣又は都道府県知事から通
知されたもの。）又は経営規模等評価結果通
知書で平成27・28年度資格審査申請の際に
提出したものの写し
イ 共同企業体協定書の写し
ウ 下記７アの要件を満たすことを判断で
きる工事の施工実績を記載した書類（申請
書とともに交付する様式により作成したも
のに限る。ただし、当該様式は、当該工事
の「入札公告（建設工事）」（平成28年７月
15日付支出負担行為担当官中国四国防衛局
長）に示すところにより交付する入札説明
書の別記様式第３と同一であるので、それ
らを使用して作成しても差し支えない。）

 その他 申請書及び添付書類は、日本語で
作成すること。
申請書は、平成28年８月４日以降、当該工
事に係る開札の時まで（行政機関の休日を除
く。）随時、受け付けるが、当該開札の時まで
に審査が終了せず、競争に参加できないこと
がある。

７ 特定建設工事共同企業体としての資格
 特定建設工事共同企業体の構成 特定建設
工事共同企業体の構成は、次の条件を満たす
２又は３社の組合せとする。
ア 防衛省における平成27・28年度の一般競
争（指名競争）参加資格（以下「防衛省競
争参加資格」という。）のうち、「土木一式工
事」で級別の格付を受け、中国四国防衛局
に競争参加を希望している者であること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225
号）に基づく再生手続開始の申立てがなさ
れている者については、手続開始の決定後、
再度級別の格付を受けていること。）。
イ 防衛省競争参加資格の「土木一式工事」
に係る経営事項評価数値（資格審査結果通
知書の記３の経営事項評価数値欄の点数）
が、代表者は1200点、代表者以外の構成
員は1100点以上であること。

ウ 競争参加資格確認申請書の提出期限の日
から認定を行う日までの期間に、中国四国
防衛局長から、「工事請負契約等に係る指名
停止等の措置要領について（通達）」（防経
施第5989号。27. 4. 1）又は「工事請負契
約等に係る指名停止等の措置要領について
（通達）」（防整施（事）第150号。28. 3.31）
に基づく指名停止を受けていないこと。
エ 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受注者（受注者が共同体である場合におい
ては、当該共同体の各構成員をいう。以下
同じ。）又は当該受注者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこ
と。

 構成員の技術的要件等 特定建設工事共同
企業体の構成員は、次に掲げる要件を満たす
ものとする。
ア 単体、共同企業体の代表者、代表者以外
の構成員は、平成13年度以降入札公告日ま
でに、元請けとして完成・引渡しが完了し
た工事のうち、杭構造による50ｍ以上の桟
橋工事を施工した実績（１契約当たり）の
工事を施工した実績を有すること（共同企
業体の構成員としての実績は、出資比率が
20％以上のものに限る。）。
イ 建設業法の土木一式工事につき許可を有
しての営業年数が５年以上であること。
ウ 土木一式工事に係る監理技術者又は国家
資格を有する主任技術者を工事現場に専任
で配置できること。

 出資比率要件 すべての構成員が、均等割
りの10分の６以上の出資比率であるものとす
る。
 代表者の要件 代表者は、土木一式工事に
係る施工能力が大きいと認められる者とす
る。また、代表者の出資比率は、構成員中最
大であるものとする。

８ 上記７アに掲げる競争参加資格の級別の格
付を受けていない者を含む特定建設工事共同企
業体も上記６により申請することができる。こ
の場合、上記７アに掲げる競争参加資格の級
別の格付を受けていない者は、上記７ア及び
イに示す構成員の要件を得る必要がある。

なお、当該工事の開札の時までに特定建設工
事共同企業体として資格の審査が終了していな
いとき又は上記７アに掲げる競争参加資格の
級別の格付を受けていない者が当該工事の開札
までに上記７ア及びイに示す構成員の要件を
得ていないときは、特定建設工事共同企業体と
しての資格がないものとする。
９ 資格審査結果の通知
「資格審査結果通知書」により通知する。

10 資格の有効期間
資格審査結果通知の日から工事請負契約の履
行後３か月以内を経過するまでとする。ただし、
当該工事の受注者以外の者であっては、当該工
事の請負契約が締結された日までとする。
11 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「呉吉
浦桟橋新設土木その他追加工事（その２）〇
〇〇建設・〇〇〇建設・〇〇〇建設建設共同
企業体」とする。
 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定建設工事共同企業体
としての資格の認定を受け、かつ、当該工事
の「入札公告（建設工事）」に示す手続きに従
い、資格審査結果の通知を受けていなければ
ならない。

資料提供招請に関する公表
次のとおり特定役務の調達を予定していますの
で、当該調達に関して資料等の提供を招請します。
平成 28 年７月 15 日

外務省大臣官房会計課長 志水 史雄
◎調達機関番号 014 ◎所在地番号 13
〇第 70 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達計画特定役務及び数量
領事業務情報システム「領事データ管理シ
ステム等の統合（最適化第３段階）」
 調達方法 購入等
 調達予定時期 調達説明書のとおり。
２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の特
定役務に関する下記４の説明会に於いて要請す
る資料等の提供を招請する。
 資料等の提供期限 平成28年８月22日正午
12時00分（郵送の場合は必着のこと。）

 提出先 〒1008919 東京都千代田区霞が
関２２１ 外務省大臣官房会計課調達室
安田 直子 電話0335803311 内線

3776 ＦＡＸ0355018097
３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して調達説明書を交付する。
 交付期間 平成28年７月15日から平成28年
８月21日
 交付場所 電子調達システム（政府電子調
達（ＧＥＰＳ））からダウンロード可。※上記
２の場所においても随時交付可（除く閉庁
日）。

４ 説明会の開催 本公表に基づく調達説明会を
開催する。
 開催日時 平成28年８月１日午前11時00分
 開催場所 外務省入開札室
※本件に参加を希望する者は、必ず本説明
会に出席すること。

５ その他
 上記４の説明会に出席を希望する者は、平
成28年７月29日午後５時00分までに下記に
示す申込先に書面により申込をすること（様
式適宜）。なお、申込方法は、原則ＦＡＸに
よることとするが、手交、郵送によることも
可とする。
 申込先 外務省領事局政策課 長谷川 純

電話0335803311 内線5819 ＦＡＸ
0355018148
 この調達計画の詳細は調達説明書による。
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Consular Information Systems (u‑

nification for Consular Date Management

System (third phase to suitable)), 1 set.

 Type of the procurement : purchase

 Time‑limit for the submission of the re‑

quested material : 12 : 00 noon August 22,

2016

 Contact point for the notice : Jun Ha‑

segawa, Consular Policy Division, Consular

Affairs Bureau, Ministry of Foreign Af‑

fairs, 221 Kasumigaseki, Chiyoda‑ku,
Tokyo 1008919 Japan. TEL 033580
3311 Ext. 5819 FAX 0355018148
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